
５－７　男女共同参画等に関する職員研修の実績・女性職員の研修受講への配慮（都道府県・政令指定都市）
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北 海 道 ○ ○ ○
青 森 県 ○ ○
岩 手 県 ○ ○

宮 城 県 ○ ○ ○ ○

（1）育児・介護等に係る両立支援制度及び男性による主体的な家庭参画
等を説明したわかりやすい資料を電子掲示板に掲載し、いつでも職員が
学べるようにしている。
（2）eラーニング研修の受講対象者に産前・産後休暇、育児休業取得中の
職員を含めることで、自主研修に取り組みやすい環境を作っている。

秋 田 県 ○ ○

山 形 県 ○ ○
育児中の女性職員の参加を容易にするため、研修会中の託児予算を確
保

福 島 県 ○ ○ ○
育休中の職員に対し、e-ラーニング研修を実施。宿泊研修における配慮
（日帰りを認めている）

茨 城 県 ○ ○
栃 木 県 ○ ○
群 馬 県 ○ ○

埼 玉 県 ○ ○ ○
育児休業を取得する職員が、人的ネットワークの形成を図るとともに、自
己キャリアについて考える。（育児休業等支援研修）

千 葉 県 ○ ○ ○ ○
東 京 都 ○ ○

神 奈 川 県 ○ ○ ○
主に女性職員の参加する「育児休業復業者支援研修」について、受講者
に配慮した研修時間を設定している。

新 潟 県 ○ ○ ○
警察職員研修で、警察学校に入寮して教養を受けることが困難な職員の
ために通学制度を設けている。

富 山 県 ○ ○ ○
石 川 県 ○ ○

福 井 県 ○ ○ ○
育休中の女性職員の研修参加を可能としている。育休中の女性職員向け
職場復帰研修を実施

山 梨 県 ○ ○ ○ ○ ○ 育児休業中の職員又は育児休業復帰後の職員を対象とした研修を実施
長 野 県 ○ ○ ○
岐 阜 県 ○
静 岡 県 ○ ○
愛 知 県 ○ ○ ○

三 重 県 ○ ○ ○
全ての職員に研修機会を確保するため、研修案内又は受講決定通知に、
「育児、介護等の制度利用などで、配慮が必要な方は、研修担当へ連絡
すること」と記載し、個別に対応している。

滋 賀 県 ○
京 都 府 ○ ○ ○ ○ 各種入校教養の通学制を許可
大 阪 府 ○ 女性職員・育児休業者に対する意欲向上研修を実施
兵 庫 県 ○ ○ ○ ○

奈 良 県 ○ ○
昭和６３年から自治大学校第１・２部特別課程に女性１名をほぼ毎年派遣
している。

和 歌 山 県 ○ ○ ○ ○
育児休業者復帰サポート研修を実施、自治大学校の女性職員向け研修
に派遣

鳥 取 県 ○ ○ ○
島 根 県 ○
岡 山 県 ○ 自治大学校の地方公務員女性幹部養成支援プログラムに職員を派遣
広 島 県 ○ ○ ○

山 口 県 ○ ○ ○
３５歳以下の女性職員とその部内配偶者を対象とした、女性のキャリア形
成のための研修会を開催

徳 島 県 ○ ○ ○

香 川 県 ○ ○

愛 媛 県 ○ ○
総務省自治大学校が実施する第１部・第２部特別課程（地方公務員女性
幹部職員養成支援プログラム）に対する女性職員の派遣及び民間事業者
が実施する女性幹部職員養成等の研修に対する職員派遣（受講）

高 知 県 ○ ○ ○ ○
福 岡 県 ○ ○ ○ ○ 女性職員を対象とした能力開発や管理職登用のための研修への推薦

佐 賀 県 ○ ○ ○ ○
シッターに託児を依頼できる保育ルームを開設した上で、育児休業職員の
円滑な職場復帰等を目的とした育児休業職員に対するセミナーを実施

長 崎 県 ○ ○ ○ ○ ○
研修に際してはリモート配信を取り入れるなど、時間的制約のある女性職
員でも受講可能となるよう配慮した。

熊 本 県 ○ ○
大 分 県 ○ ○ ○ 育休中職員の研修受講を可能とし、研修中の託児サービスを実施（委託）

宮 崎 県 ○ ○ ○ ○

（知事部局）自治大学校が主催する女性職員を対象とした研修に女性を
派遣、（病院局）研修等への参加者については、男女問わず広く募集して
おり、希望者に参加してもらっている　（警察）女性職員の登用及び個々に
応じた働き方の実現に向けて「女性警察官意見交換会」を実施している

鹿 児 島 県 ○ ○ ○ ○
沖 縄 県 ○ ○

計 33 34 16 6 36 5 21
割合(％） (70.2) (72.3) (34.0) (12.8) (76.6) (10.6)

札 幌 市 ○
自治大学校で地方公共団体の女性幹部職員育成支援プログラムとして位
置付けられている研修に職員を派遣

仙 台 市 ○ ○ ○ ○
さ い た ま 市 ○ ○
千 葉 市 ○ ○ ○
横 浜 市 ○ ○
川 崎 市 ○ ○ ○ ○

相 模 原 市 ○

新 潟 市 ○ ○
静 岡 市 ○ ○ ○
浜 松 市 ○ ○ ○ ○
名 古 屋 市 ○ ○

京 都 市 ○ ○
育児休業中の職員（男女問わず）の研修受講を認めている（自主研修扱
い）。

大 阪 市 ○
女性の幹部登用を目的とする総務省自治大学校の第１部・第２部特別課
程へ女性係長級職員を派遣

堺 市 ○ ○
神 戸 市 ○ ○ ○ ○
岡 山 市 ○
広 島 市 ○ ○

福 岡 市 ○ ○
育児中の職員が受講しやすい時間帯での研修の企画や、妊娠中の方へ
の座席位置等の配慮

北 九 州 市 ○ ○ ○
熊 本 市 ○ ○ ○ ○

計 12 15 7 4 11 0 4
割合(％） (60.0) (75.0) (35.0) (0.2) (55.0) (0.0)

合　　　　計 45 49 23 10 47 5 25
割合(％） (67.2) (73.1) (34.3) (14.9) (70.1) (7.5)

（注） ○印は2023年度に実施したものである。
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